
不動産公売等における暴力団員等の買受け防止措置について 

 

下記のとおり不動産公売等における暴力団員等の買受け防止措置を行ないます。 

 

記 

 

１ 陳述書等の提出について 

不動産の買受申込みをする場合、買受申込者は、次のいずれにも該当しない旨の陳述書を

提出してください（ただし、自己の計算において買受申込みをさせようとする者がいる場合

には、陳述書別紙を併せて提出する必要があります）。陳述書の提出が入札等までに確認で

きない者に係る入札等は無効となります。 

イ 買受申込者（その者が法人である場合には、その役員）が、暴力団員（暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号（定義）に規

定 する暴力団員をいう。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過していない者（以

下 「暴力団員等」という。）であること  

ロ 自己の計算において買受申込みをさせようとする者（その者が法人である場合には、そ

の役員）が暴力団員等であること 

なお、買受申込者又は自己の計算において買受申込みをさせようとする者が法人である

場合には、法人の役員を証する書面（商業登記簿に係る登記事項証明書等）を提出して

ください。 

また、買受申込者又は自己の計算において買受申込みをさせようとする者が宅地建物取

引業又は債権回収管理業の事業者である場合には、その許認可等を受けていることを証

する書面（宅地建物取引業の免許証等）の写しを併せて提出してください。 

 

２ 売却決定について 

（１）最高価申込者などが暴力団員等に該当しないと認められる場合 

最高価申込者へ売却決定を行います。ただし、次順位買受申込者などが暴力団員等

に該当すると認められるときは、次順位買受申込者の決定を取り消した上で、最高価

申込者へ売却決定を行います。 

（２）最高価申込者などが暴力団員等に該当すると認められる場合 

最高価申込者の決定を取り消した上で、次順位買受申込者を定めているときは次順

位買受申込者へ売却決定を行います。ただし、次順位買受申込者など、暴力団員等に

該当すると認められるときは、次順位買受申込者の決定についても取り消します。  

（３）売却決定日などについて 

売却決定の日時は、公売期日等から起算して７日を経過した日から 21 日の経過した

日まで期間内で長野県地方税滞納整理機構広域連合長が指定した日となります。なお、



売却決定の日時までに、最高価申込者など及び次順位買受申込者などが暴力団員等に該

当しないことの調査の結果が明らかにならない場合は、売却決定の日時及び買受代金の

納付の期限が変更されます。（詳細の日時については、公売公告を確認してください） 

  

３ 暴力団員等に該当すると認められる者があった場合   

（１）公売保証金の返還 

最高価申込者など及び次順位買受申込者などが暴力団員等に該当すると認められ、

その決定を取り消した場合において、納付された公売保証金があるときは全額返還し

ます。 

（２）罰則規定の適用 

陳述すべき事項について虚偽の陳述をした者に対しては、警察当局と連携を図りつ

つ、罰則規定の適用を検討します。 

 



〒　　　　－                           
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7 　虚偽の陳述をした場合、６月以下の懲役又は50万円以下の罰金に処せられることがあります（国税徴収法第
189条）。

区分番号 陳述書作成日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

　　　年　　　月　　　日 性別 □　女性□　男性

　本様式は、入札者（買受申込者）が個人の場合に使用する陳述書です。
　陳述書は、入札等を行う財産（区分番号）ごとに作成し、入札等までに提出してください。
　提出がない場合や記載に不備がある場合は、入札等が無効となりますので、正確に記載してください。

　提出後の陳述書（別紙を含む。）の訂正や追完はできません。

　共同で入札等を行う場合は、入札者（買受申込者）ごとに陳述書を提出してください。

氏　名

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

住　所

□　昭和

　　　　電話番号　　　　　　　（　　　　　　）

□　大正 □　平成

□　令和

  ※内容を確認し、□にチェックを入れてください。

□ 　私は、暴力団員等ではありません。

※　「暴力団員等」とは、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）
　第２条 第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者」を指します。

□ 　私は、暴力団員等又は暴力団員等が役員である法人の計算において、入札等をする者ではあ
りません。

  ※該当する場合は、□にチェックを入れてください。

　入札者（買受申込者）が宅地建物取引業又は債権管理回収業の事業者の場合には、その許認可等を受けた
ことを証明する文書（宅地建物取引業の免許証又は債権管理回収業の許可証）の写しを提出してください。

　自己の計算において入札等をさせようとする者(入札者（買受申込者）に資金を渡すなどして自己の為に入札
等をさせようとする者をいいます。)がある場合は、陳述書別紙「自己の計算において入札等をさせようとする者
に関する事項」を併せて提出してください。

陳　述　書　 (個人用)

□

入
札
者

（
買
受
申
込
者

） 生年月日

　字体は鮮明に、インク又はボールペンで書いてください。

【注意事項】

　自己の計算において私に入札等をさせようとする者は、陳述書別紙「自己の計算において入札
等をさせようとする者に関する事項」に記載のとおりです。
　この者は、暴力団員等又は暴力団員等が役員である法人ではありません。

長野県地方税滞納整理機構　広域連合長　阿部守一　宛
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長野県地方税滞納整理機構　広域連合長　阿部守一　宛

  ※該当する場合は、□にチェックを入れてください。

  ※内容を確認し、□にチェックを入れてください。

□ 　当法人は、暴力団員等が役員である法人ではありません。

※　「暴力団員等」とは、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）
　　第２条 第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者」を指します。

□ 　当法人は、暴力団員等又は暴力団員等が役員である法人の計算において、入札等をする者で
はありません。

陳述書作成日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

□

入
札
者

（
買
受
申
込
者

）

法人所在地

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

法人名称

代表者氏名

役　員

　自己の計算において入札等をさせようとする者(入札者（買受申込者）に資金を渡すなどして自己の為に入札
等をさせようとする者をいいます。)がある場合は、陳述書別紙「自己の計算において入札等をさせようとする者
に関する事項」を併せて提出してください。

　虚偽の陳述をした場合、６月以下の懲役又は50万円以下の罰金に処せられることがあります（国税徴収法第
189条）。

　入札者（買受申込者）が宅地建物取引業又は債権管理回収業の事業者の場合には、その許認可等を受けた
ことを証明する文書（宅地建物取引業の免許証又は債権管理回収業の許可証）の写しを提出してください。

陳　述　書　（法人用）

陳述書（法人用）別紙「入札者(買受申込者)である法人の役員に関する事項」のとおり

【注意事項】

　字体は鮮明に、インク又はボールペンで書いてください。

　共同で入札等を行う場合は、入札者（買受申込者）ごとに陳述書を提出してください。

　本様式は、入札者（買受申込者）が法人の場合に使用する陳述書です。
　陳述書は、入札等を行う財産（売却区分番号）ごとに作成し、入札等までに提出してください。
　提出がない場合や記載に不備がある場合は、入札等が無効となりますので、正確に記載してください。

　提出後の陳述書（別紙を含む。）の訂正や追完はできません。

　　　　電話番号　　　　　　　（　　　　　　）

　陳述書（法人用）別紙「入札者(買受申込者)である法人の役員に関する事項」及び「法人の役員を証する書
面（商業登記簿に係る登記事項証明書等）」を併せて提出してください。

　自己の計算において当法人に入札等をさせようとする者は、陳述書別紙「自己の計算において
入札等をさせようとする者に関する事項」に記載のとおりです。
　この者は、暴力団員等又は暴力団員等が役員である法人ではありません。

区分番号



【陳述書（法人用）別紙】

※該当する□にチェックを入れてください。

□ □
□ □

□ □
□ □

□ □
□ □

□ □
□ □

□ □
□ □

1

2

3

4

　　年　　　月　　　日 性別 □　女性□　男性

【注意事項】

　入札者（買受申込者）が法人の場合は、本書面及び「法人の役員を証する書面（商業登記簿に係る登記事
項証明書等）」の提出が必要です。提出がない場合や記載に不備がある場合は、入札等が無効となりますの
で、正確に記載してください。

　字体は鮮明に、インク又はボールペンで書いてください。

　　年　　　月　　　日 性別 □　女性生 年 月 日
大正 平成

□　男性
昭和 令和

　役員全員（代表者を含む。）を記載してください。役員が６人以上いる場合は、本用紙を複数枚用いてください。

　提出後の陳述書（別紙を含む。）の訂正や追完はできません。

昭和 令和

5

住　　所
〒　　　　　－

（フリガナ）

役職
氏　　名

4

住　　所
〒　　　　　－

役職
氏　　名

生 年 月 日
大正 平成

（フリガナ）

3

住　　所
〒　　　　　－

（フリガナ）

役職
氏　　名

生 年 月 日
大正 平成

□　男性
昭和

性別 □　女性

　　年　　　月　　　日

令和
　　年　　　月　　　日

昭和 令和

2

住　　所
〒　　　　　－

（フリガナ）

役職
氏　　名

□　男性
昭和 令和

　　年　　　月　　　日 性別 □　女性生 年 月 日
大正 平成

入札者(買受申込者)である法人の役員に関する事項

1

住　　所
〒　　　　　－

（フリガナ）

役職
氏　　名

生 年 月 日
大正 平成

□　男性 □　女性性別



【陳述書別紙】

※該当する□にチェックを入れてください。

□ □
□ □

1

2

3

4

5

〒　　　　　－

　　入札者（買受申込者）が宅地建物取引業又は債権管理回収業の事業者の場合には、その許認可
等を受けたことを証明する文書（宅地建物取引業の免許証又は債権管理回収業の許可証）の写しを提
出してください。

平成
昭和

　提出後の陳述書（別紙を含む。）の訂正や追完はできません。

　字体は鮮明に、インク又はボールペンで書いてください。

（フリガナ）

自己の計算において入札等をさせようとする者に関する事項

生 年 月 日
大正

氏　　名

性別　　年　　　月　　　日 □　女性

□個人

□　男性

（フリガナ）

住  所

令和

 【注意事項】
　自己の計算において入札等をさせようとする者がいる場合は、本書面の提出が必要です（複数いる
場合は、本用紙を複数枚用いてください。）。
　提出がない場合や記載に不備がある場合は、入札等が無効となりますので、正確に記載してくださ
い。　自己の計算において入札等をさせようとする者が法人である場合は、別紙「自己の計算において入
札等をさせようとする者（法人）の役員に関する事項」及び「法人の役員を証する書面（商業登記簿に
係る登記事項証明書等）」の提出が必要です。

□ 法人

法人所在地

〒　　　　　－

法人名称

役　　員
別紙「自己の計算において入札等をさせようとする者（法人）の役員に関する事
項」のとおり



（別紙）

※該当する□にチェックを入れてください。

□ □
□ □

□ □
□ □

□ □
□ □

□ □
□ □

□ □
□ □

1

2

3

4

自己の計算において入札等をさせようとする者（法人）の役員に関する事項

1

住　　所
〒　　　　　－

（フリガナ）

役職
氏　　名

□　女性
昭和 令和

生 年 月 日
大正 平成

2

住　　所
〒　　　　　－

（フリガナ）

役職
氏　　名

□　女性

　　年　　　月　　　日 性別 □　男性

生 年 月 日
大正 平成

　　年　　　月　　　日 □　男性
昭和 令和

性別

3

住　　所
〒　　　　　－

（フリガナ）

役職
氏　　名

生 年 月 日
大正 平成

　　年　　　月　　　日 性別 □　男性 □　女性
昭和 令和

役職
氏　　名

生 年 月 日
大正 平成

　　年　　　月　　　日 性別

（フリガナ）

□　男性 □　女性
昭和 令和

5

住　　所
〒　　　　　－

（フリガナ）

役職

4

住　　所
〒　　　　　－

氏　　名

生 年 月 日

　提出後の陳述書（別紙を含む。）の訂正や追完はできません。

　自己の計算において入札等をさせようとする者が法人の場合は、本書面及び「法人の役員を証する書面（商
業登記簿に係る登記事項証明書等）」の提出が必要です。
　提出がない場合や記載に不備がある場合は、入札等が無効となりますので、正確に記載してください。

性別

　役員全員（代表者を含む。）を記載してください。役員が６人以上いる場合は、本用紙を複数枚用いてください。

大正 平成
　　年　　　月　　　日

　字体は鮮明に、インク又はボールペンで書いてください。

□　男性 □　女性
昭和 令和

【注意事項】
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